
アルファテックス株式会社

執行役員　平
ひら

本
もと

剛
つよし

ケース・
スタディ

10 IM  2026-1・2月号

業務マニュアル（電子ファイル）と
生成AIの連携活用による、新たな
『業務ノウハウ継承の確立』と『業務
引き継ぎの早期化』

時代のニーズに対応した
文書情報マネジメントを紹介

2025
JIIMA

ベストプラクティス
受賞事例
優秀賞

アルファテックス株式会社の紹介

当社は「カイゼンの専門家集団」として、
お客様のバックオフィス業務における課題
を改善し続けるサービスを提供しています。
お客様の課題を可視化し、具体的な解決
策を提案するコンサルティングサービス、
課題をIT化で解決し、効果を恒久的に提
供し続けるITサービス、お客様業務その
ものを受託し、常にオペレーション業務を
進化・カイゼンさせていく業務サービス、
これら３つのサービスを柱に事業展開をし
ています。

取り組みの背景

当社主力事業である「業務サービス
（バックオフィス業務のBPO）」では少子高
齢化や働き方の多様化などの社会背景も
あり、お客様からのご相談・ご要望も多く
事業成長を遂げていますが、それに伴い
様 な々課題を抱えていました。

（１）人財の入れ替わり

当社では様々なお客様現場で社員・
パートナーが200名程度在籍していますが、
慢性的な人財の入れ替わりが悩みの種で
した。これは、先に挙げた働き方の多様
化に加え、介護や新たなキャリアへの挑
戦などが主な要因でしたが、当社では実

に年間で３割もの人財の入れ替わりが発生
しており、常にどこかの現場で引き継ぎを
行っている状況が常態化していました。ま
た、引き継ぎには１ヵ月から３ヵ月程の期
間がかかり、月間で1300時間ほどの時間
を費やしていました。意図しない引き継ぎ
は生産性が低く、また、教える人にとって、

アルファテックスのサービス
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時間的負担だけでなく精神的負担も無視
できないものがありました。

（２）属人的な業務継承
引き継ぎを行う際、大半の工程を人から
人へと教育する手法（OJT）を行っていた
ため、教える人の個性も出てしまうこと、
教える人が変わると引き継ぎの仕方が変わ
るなど、教え方にバラツキやムラが生じて
いました。また、マニュアルは整備されて
いるものの、閲覧するだけの活用（静的活
用）にとどまり、都度マニュアルを確認し
ながら業務を行っていくなど習熟度の向上
に時間を要していました。

取り組みの概要

課題解決に向け「誰でも、早期に、業
務遂行できるトレーニングシステム」を構築
することを目標に掲げ検討を開始しました。
まず検討に際して、初めて業務を行う人の
心情に寄り添うことを重視し、『成功体験
の積み重ね』と『安心感』を早期に得るこ
とができる仕組みづくりを心掛けました。
そして、具体的には従来１ヵ月程かかって
いた業務引き継ぎを７日以内に完了させる
ために大きく４つの取り組みを実施するこ
とにしました。また、取り組みに際し、当
社の強みと最新の技術を掛け合わせるこ
とは出来ないか？を模索し、当社が長年
培ってきた「業務マニュアル（電子ファイ
ル）」と昨今急速に発展を遂げている「生
成AI」とを掛け合わせた取り組みは、どの
ような結果が生まれるのかは未知数でし
たが、チャレンジするだけの価値はあると
思い試行錯誤しながら実現に向けて取り
組みを開始しました。

マニュアルの生成AI活用事例

（１）業務FAQ
最初に取り組んだのは業務マニュアルと
生成AIを活用した業務FAQの作成です。
こちらは生成AIの「検索拡張生成（RAG）」
を用いた代表的な活用事例でもあります。
従来までは膨大な業務マニュアルから必
要な情報を探し出すだけでも時間を要し
ていましたが、生成AIを活用したことで、
キーワードを入力するだけで必要な情報を
自動的に要約して素早く回答を得ることが
できるようになりました。また、業務マニュ
アルのどこから参照されているかも一目で
解るため、より詳細な内容を確認するため
にどの業務マニュアルのどこのページを見
れば良いのか？を探す手間が無くなりまし
た。これにより、人に聞く時間が大幅に短
縮されたこと、自分のタイミングで理解力
を深めることが出来るようになったこと、
教える人の時間的余裕が作れたことなど、
様 な々効果が生まれました。

（２）スマートセルフテスト

次に取り組んだのは個 人々の業務理解
度を確認する機能でした。当社ではスマー
トセルフテストと呼んでいますが、生成AI
が業務マニュアルから自動的に問題集を
作成しテスト形式で回答していく内容です。
テスト形式にすることで、自分が曖昧となっ
ている理解度を補正することができること、
そして現在の理解度が可視化されるため、
どこの習熟度を高めるべきかの目安にする
ことが出来るようになりました。また、一
般的なeラーニングとは異なり、設問内容
を事前に用意する必要が無く、毎回ランダ
ムでテスト問題を作成してくれるため準備
する人にとっても負担なく環境整備するこ
とが出来ました。

どちらの取り組みに関しても生成AIを
活用してはいますが、最も重要なことはベー
スとなる業務マニュアルです。鮮度管理は
当然のことながら粒度や情報量により、業
務継承の早期化や個 人々の習熟度レベル

課題解決への取り組み
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の向上に大きく関係していきます。社内に
蓄積されているドキュメント類をどのように
活かしていくか？が成果に直結する非常に
重要なポイントでした。

取り組みの成果

（１）期待を超える効果
取り組み当初は目標に掲げる「誰でも、
早期に、業務遂行できるトレーニングシス
テム」の効果については未知数でしたが、
試行錯誤や検証を重ねたことで期待以上
の効果を得ることが出来ました。従来１ヵ
月程度を要していた業務引き継ぎも５日以
内に完了するケースも出始めています。

＜効果内容＞

・ 業務引き継ぎの早期化および省力化
（引き継ぎ時間68%削減）
　 ２部門事例：125時間→37時間（88時
間減）、44時間→16時間（28時間減）
・自己学習による業務習熟の短縮化
　 従来：１業務あたり１カ月程度→２業
務を２週間で完了
・ 引き継ぎ者の心理的負担軽減（社内
アンケートで「安心感がある」回答）

（２） マニュアルの鮮度管理（自動更新
アシスト）

今回の取り組みを進める中で、当初想
定していない効果も生まれました。それは

先に紹介した業務FAQやスマートセルフテ
ストの結果をAIで分析することで、業務
マニュアルのどの部分が分かりづらい内容
となっているか？を自動的に検知し、どの
ように変更すべきかをアシストすることで、
マニュアルを最新かつ、より理解しやすい
内容へアップデートすることが可能となりま
した。
業務マニュアルは作って満足してしまう
こと、書き手のイメージに偏ってしまうなど、
引き継ぎを受ける本当に必要な人達に寄り
添っていないケースが多く見受けられます。
今回の取り組みにより、常に進化し続ける
業務マニュアルの維持管理に繋げられたこ
とは、想定外の嬉しい誤算になりました。

業務マニュアル自動更新イメージ AIによる分析診断

スマートセルフテスト テスト結果の自動フィードバック



IM  2026-1・2月号 13

2025
JIIMA

ベストプラクティス
受賞事例
優秀賞

今後の展望

今回の取り組みは業務継承にフォーカス
して推進を行いましたが、今回の経験を
活かしてさまざまな取り組みにチャレンジ
をしています。

例えば、業務フロー図から自動化・効
率化できる業務をAIが導き出す取り組み
です。これにより、個人の経験値に頼るこ
となく、最も効果的な改善ポイントはどこ
か？そして、その実現方法はどのような方
法があるのか？をAIが選定することで、業

務のカイゼンをより早期に進めることを目
論んでいます。
また、過去に作成した企画書や提案書
などから、新たな企画書を自動作成する取
り組みにも着手しています。こちらは、過
去の取り組み資料をAIで分析し、新たな
企画書を自動作成することで、会社で蓄積
してきたナレッジに基づくアイデア出しや
資料作成の時間短縮、個人差のバラツキ
を抑制することに繋がることを期待してい
ます。いずれにせよ、電子ファイル（ドキュ
メント）と生成AIの掛け合わせは非常に相
性が良く、いろいろな取り組みに発展でき
る可能性があると考えています。当社では
さまざまなAIの取り組みを通じて、お客様
だけでなく、社会に貢献できるよう努めて
いきます。

当社における今後のAI活用

https://www.jiima.or.jp/ 「JIIMAの活動」→出版物・販売物 より

◆お問い合わせ・お買い求め

『文書情報マネジメント』
第１章 情報ガバナンス
第２章 文書情報マネジメント
第３章 電子文書
第４章 文書の受領、作成、変換
第５章 文書の流通、共有、検索、公開
第６章 文書の保存、廃棄
第７章 文書取扱いの自動化
第８章 文書情報システムの構築、運用、監査
第９章 リスクマネジメントとセキュリティ
第10章 法令・ガイドライン

発 行 元：公益社団法人日本文書情報マネジメント協会（JIIMA）
定　　価：3,300円（本体3,000円＋税10%）
購入方法：JIIMA公式サイト／書店 など
発 売 日：令和７年４月25日
ISBN　978-4-88961-024-6

発 行 元：公益社団法人日本文書情報マネジメント協会（JIIMA）

　これまで紙が主流だった文書が、発生から
データのまま組織内に留まらず、組織を越え
て利用される時代に入り、組織が管理するべ
き「文書＝データ」が膨大となりました。こ
の文書を安全・安心に利用できるように文書
情報マネジメントが必須となりますし、これ
を実践する文書情報管理士の存在は益々重要
となってまいります。本書は、文書情報マネ
ジメントを推進する実務担当者が、リファレ
ンスブックとして使っていただくことを想定
して編集されており、文書の取り扱いにおけ
る生成、利用、保存、廃棄の運用に関するも
のや、文書情報マネジメントを実践させるた
めに必要な標準規格、法令、ガイドラインな
どが解説されております。

これまで蓄積してきた技術要素や知識体系を継承しつつ、電子文書が流通する現代
における文書の生成・受領から保存・廃棄まで解説し、その上で証拠性を確保した運用、
クラウド利用、文書流通に関する実践的な手法を説明しています。

体系を継承しつつ、電子文書が流通する現代

マネジメントマネジメントマネジメント
これまで蓄積してきた技術要素や知識体知識体

文書情報文書情報文書情報新刊

https://www.jiima.or.jp/activity/publishing/
https://www.jiima.or.jp/activity/publishing/
https://www.jiima.or.jp/
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株式会社NEXT ONEの概要

株式会社NEXT ONEは、2007年に札
幌で創業し、通信回線販売を皮切りに、
エネルギー・プラットフォーム事業および
ウォーターサーバー事業を展開してまいり
ました。現在は、2019年にスタートした新
電力事業「新日本エネルギー」を主力事業

として、全国で約７万人のユーザー様に電
力を供給しています。
また、社会課題解決の新規事業として、
2024年より、障害者雇用に特化したスマー
ト型農園を新百合ヶ丘に開設し、障害の
ある方々に、その各人の適性に合わせた、
安全かつ快適な就労環境を提供しており
ます。

プロジェクトの背景

当社は急成長に伴う事業規模の拡大か
ら、業務効率の維持・向上を図ることが
喫緊の課題となっていました。また、その
一方で、許認可業種としてのコンプライア
ンスの維持の観点から、より厳格な内部
統制の確立も急務となっていました。
特に、電力事業においては、大量の個
人情報を日々取扱うため、法定保存年限
の遵守や同情報の確実な廃棄管理が求め
られます。同様に、障害者雇用事業にお
いても、雇用している障害者の方々の障害
情報、加療等にかかる機微情報等の保護
の他、有料職業紹介であるという事業特
性上、各種法定帳簿の厳格な管理も必要
となっている状況でした。
これらの背景から、2024年12月、三井
倉庫ビジネスパートナーズ株式会社（以下、
「三井倉庫」と記載いたします）様の支援を
受け、「文書管理体制・内部統制システム
の再構築プロジェクト」を３ヶ月かけて推
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進することとなりました。

推進体制とプロセス

本プロジェクトは、小職が管掌するコー
ポレート部門６名と外部パートナー２名に
よるチームで構成され、全体で約35時間
を投下して実施しました。
フェーズ１では現状調査を行い、フェー
ズ２では課題整理とKPI設定を行いました。
フェーズ３では不要文書の整理と廃棄を実
施し、フェーズ４において、新たな管理規
程およびJ-SOXに対応した「フローチャー
ト」と想定されるリスク・インベントリーに
基づく「RCM（リスク・コントロール・マト
リクス）」の再整備を実施しました。その後、
社内研修を通じて、新たな内部統制フロー
の落とし込みまで、漕ぎつけることが出来
ました。
最終的には、各種書類につき、旧委託

先から、三井倉庫様の「スマート書庫」
サービスに情報を移管し、物理・デジタル
双方の文書を一元的に管理できる体制を
構築しました。

コンセプト・ビルディング

改善プロジェクトを進めるに当たって、
当社が着目したものが、「時間」という経
営資源です。具体的には、業務上、非効
率な時間のキャリーオーバーをゼロにする
ことをそのコンセプトとしました。
潤沢な経営資源を有する大手企業に対
して、我 、々ベンチャー企業が優位性を
即座に発揮できる唯一の経営資源は、「時
間」であると考えられます。時間という経
営上のインプットを、効率的に仕組化して
行うことが、足元の業務が将来における
時間の「投資」となるのか、あるいは「浪費」
で終わるのかを決定づける要素になるので

はないでしょうか。
実際のプロジェクトにおいては、文書ラ
イフサイクルの各段階（発生・活用・保管・
保存・廃棄）における無駄を可視化し、そ
の効率化を徹底しました。必要情報に絞っ
て、「発生・活用」するIT統制を導入するこ
とで、将来的に想定される後工程における
「保管・保存・廃棄」という時間資源の浪
費を物理的に抑制するということです。

設定したKPI

文書管理とは、“保存のための作業”で
はなく、“将来の時間とコストを保存する行
為”だと再定義し、主なKPIとして、次の４
つを設定しました。

①キャビネット数の62.5%削減
現有キャビネット16本から、各部署１本
の６本への削減（62.5％削減）を実施する
ことを目指しました。その意図としては、
過去の資料の見直し、廃棄を通じて、各
担当者にとって本質的に必要な資料とは何
なのかを見つめ直してもらう、物理的な保
管限界を設けることで、文書の生成形態
を意識的にデジタル形態に誘導するという
２点が挙げられます。

② 文書生成段階での100％デジタル化
による物理統制の導入

電力事業の特性上、お客様の供給地点
番号、口座情報に始まり諸種のデータを用
いて電気の切替等の業務を行っていくこと
になります。そのため、工程のどこかで担
当者が独自フォーマットの文書を生成して
しまうと、後工程の担当者の効率性を害し
てしまう可能性があります。
また、書面等の有体物を生成してしまう
と、情報そのものの移動によるリスクとい
うものも惹起し得ます。そこで、本プロジェ図１　フェーズ区分とプロセスの詳細

01
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05
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クトにおいては、これらのリスクを物理的
に排除するため、生成される文書のフォー
マットを100%デジタル形態に限定する、
IT統制を導入することとしました。
③法定保存書類の50％削減
法定保存書類のうち、民事上の係争リ
スクがないものにつき、重複する説明部分
の書類等に関して、その電子化を進め、
本人署名のある原本等以外を廃棄・溶解
処理にまわすこととしました。
これにより、不必要な重複書類の削減と、
将来の担当者による当該情報へのアクセ
ス時間の短縮を図ることができました。迅
速な情報確認が必要な書類については、
デジタル化をすることによってリアルタイム
かつ統一の新フォーマット上で閲覧が可能
な体制に移行させることで、単純な保存
から活用ステータスへの復帰も想定した
文書管理体制へと転換させることになりま
した。
④外部保存コストの50％削減
情報保有の最終形態に関する改善対応
として、外部委託先の倉庫サービスの再
選定を行うこととしました。
以前に利用していた外部倉庫業者は、
物理保管サービスのみの提供であり、資
料の引き出しについても、その都度コスト
が発生する契約内容となっていました。こ
れは、今回の改善プロジェクトのコンセプ
トに当てはめると、「将来へのコスト転嫁」
とも換言できるものでした。
また、物理保管に限定されるサービスで
ある以上、実際に引き出して情報の再活
用が必要な事態に至った場合、引き出しコ
ストだけでなく、物理的な取り寄せのため
の郵送時間も発生することになります。そ
こで、可能なものについては、デジタル化
して基幹システム上にアップロードし、外
部保存のフォーマットについても整理する

作業を同時に進めました。
それにより、外部保管に依存する情報
自体の保有量および維持コストを、従来の
50%に低減し、即時のアクティベーション
にも対応できる情報保有形態に変更するこ
とを目標としました。

プロジェクト実施の効果

前述のとおり、３ヶ月間、外部パートナー
の協力を得つつ、設定したKPIの達成に
向けた改善プロジェクトを実施していきま
した。
そのソリューションの根幹に当たるもの
が、三井倉庫様の「スマート書庫」への切
替えでした。「スマート書庫」は、物理書庫
とバーチャル空間を連携させるクラウド型
文書管理サービスとなっており、実際の保
管・保存書類をデジタルで可視化し、そ
の所在・保存年限・担当部署を即時に確
認できるのが特徴となっています。また、
「ヴァーチャル・キャビネット機能」により、
自社の物理キャビネット内についても文書
の所在を含めた、各種保管情報をデジタ
ルで管理することが可能です。本システム
の導入による活用情報の100%デジタル化
とIT統制の導入によって、法定保存年限
内における、「情報の完全なデジタル・ロー
テーション」を実現することが出来ました。
保有文書の100%デジタル・ローテーショ
ン体制を整備できたことで、情報の物理
移動に伴う個人情報漏洩リスクの低減、引
き出し・情報活用に要する時間のゼロ化、
物理保存コストの発生抑制を実現できたこ
とが、特筆すべき成果であったと思料して
おります。
より端的に申し上げれば、我 、々許認可
業種にとって不可避かつ最大の悩みの種
である「静的な保管物」の増加を「動的な

経営資源（動く書類）」の蓄積へと質的に
転換できたといえるかと思います。

今後の展望

今回のプロジェクトを契機として、今後
は次のような、更なる時間効率の改善プロ
ジェクトを企画しています。
三井倉庫様に再度、お声がけさせてい
ただき、「スマート箱スキャン」による残り
50%の過去書類のOCRスキャンと、基幹
システムへの必要情報のアップロードを計
画しております。これにより、書庫内のハー
ドコピー・データを全文検索可能にし、現
有クライアント様からの各種要請、過去の
クライアント様のより迅速な弊社サービス
への復帰処理等につなげてまいりたいと考
えております。
時間に着目したサービス優位性の強化
の一環として、クライアント様のお時間を
無駄にしないということは当然のこと、弊
社としても、場所や時間に縛られない業
務運用を視野に入れたBPRを実現するた
めの次の一歩となると期待しております。
 

デジタル文書管理と内部統制
の将来像

最後に今回の弊社プロジェクト・メンバー
が想定しているデジタル文書管理と内部統
制の将来像について、述べさせていただ
ければと思います。
AI、DXの進展は、今後、進むことは
あれども後退することはないでしょう。デ
ジタル化とは、単に情報アクセスの高速化、
保存コストの削減だけでなく、究極的には、
いつ現れるか分からないゲームチェン
ジャー的なDXサービスへの移行に備えた
将来への投資だと言えるのではないでしょ
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うか。
今回の100%デジタル文書管理への移行、
IT統制によるシステム対応を完了したこと
により、それらのゲームチェンジャー的な
DXサービスの登場時に、即時の保有デー
タおよび内部統制環境の移管を実施する

ことができます。我 、々コーポレート部門
にとって、旧来の物理媒体に依存した業
務設計を残すことは、将来的なビジネス・
スキームの再構築時の負荷を上げてしまう
ことに繋がるかもしれません。
また、より優秀な人材の確保、活用とい

う観点においても、場所的拘束・業務媒
体の物理的な制約が低いほど、柔軟なビ
ジネス展開が可能になるものと確信してお
ります。
具体的な技術面については、営業秘密
に関わるため抽象的な記述になってしまい
恐縮ですが、この度の我々の取り組みが、
多少なりとも他業種の皆様方の文書管理・
内部統制に関する業務改善、コンセプト立
案の参考になりましたら、幸甚です。

図２　文書ライフサイクルと各段階における取組み
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ライフラインの維持と文化を
支える、当社の使命

当社は社会に不可欠な四つの領域で事
業を展開しています。一つは、電力・ガス・
通信といったライフラインを支える「エネル
ギー＆ネットワーク事業」。もう一つは、鉄
道、道路、河川などの社会基盤の維持管
理を支援する「交通インフラ事業」です。
これら社会の動脈を支える事業に加え、
“文化の育成”を担う「文化情報事業」として、
地域創生や観光立国実現のためのデジタ
ルアーカイブ事業を推進しています。最後
に、これまでの三つの事業を支え、DXプ
ロダクトによって企業の効率化や新たな
価値創出に貢献する「テクニカルソリュー
ション事業」です。この事業では、RPA・
AI-OCRを核とした、DXソリューションと
デジタライズサービスをワンストップで提供
しています。
これら四つの事業を多角的に推進する
ため、当社は「電子化/デジタライズ」「シ

ステム開発」「RPA/AI-OCR」「撮影/画
像処理」「空間情報/GIS」といった独自の
コア技術を、長年にわたり磨き続けてきま
した。
そして、当社の根底に流れているのは、

「創造力・改善力・人間力で常に成長し、
ライフラインの維持と文化の育成に貢献す
る」という価値理念です。『創造力』とは、
創業から受け継がれる基本精神です。『改
善力』とは、トヨタ生産方式（TPS）の思
想を自社の文化に融合させ、2004年から
20年以上にわたり全社で継続する改善活
動「NPS（ナカシャプロフィットシステム）」
です。『人間力』とは、「社員の成長が会社
の成長」という信念のもと、社員一人ひと
りが求め続ける理想の姿です。この “三つ
のチカラ”こそが、当社の成長の原動力と
なっています。

揺るぎなき「改善」のDNA

この理念を最も色濃く体現しているのが、

2004年から20年以上にわたり全社で継続
する改善活動「NPS（ナカシャプロフィット
システム）」です。トヨタ生産方式（TPS）
の思想を情報加工産業である当社の文化
と融合させたこの活動は、単なる生産性
向上の手法ではありません。「人の時間を
無駄にしない」という哲学のもと、業務に
潜む「あらゆる無駄」を徹底的に排除する
ことで、経営効率の向上と人間尊重の両
立を目指す活動となります。NPSでは、業
務を “見える化”し、課題を顕在化させ、
改善サイクルを回し続けます。この改善活
動は、製造だけでなく、営業から総務に
至るまで全社員の共通言語となっています。
さらに、この改善文化を現場の隅 に々ま
で浸透させているのが、現場からの自発
的な改善を促す「ワンコイン・イノベーショ
ン」という名の創意工夫改善提案制度です。
2019年から運用されているこの「ワンコイ
ン・イノベーション」では、年間で実に400
件から500件もの膨大な提案が現場から
寄せられます。重要なのは、起案者自ら
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が改善の実現から効果の確認までを行い、
その成果を速やかに全社へ横展開する点
です。
大きなイノベーションだけでなく、日々
の業務を「どうすれば少しでも早くなるか、
楽になるか、安全になるか」と社員一人ひ
とりが主体的に考え、即時行動に移す姿
勢そのものを尊ぶ文化を醸成してきました。
この改善を尊び、実践するDNAこそが、
当社の成長を支える不変の原動力といえ
ます。

成長の過程で直面した壁

改善のDNAの象徴であるNPSを武器に、
当社は成長を続けてきました。しかし、常
に順風満帆だったわけではありません。
2016年当時には、深刻な残業問題という
大きな壁に直面しました。この時も、当社
はNPSの原点に立ち返りました。社長の
山口が自ら強いリーダーシップを発揮し、
「残業ゼロ宣言」を断行。それに呼応する
形で、全社一丸となり、約６ヶ月間にわたっ
て「全社一斉総点検」と「RPAの社内導入」
を推進しました。
まず改善推進チームが現場をサポート
しながら、業務工程の見直し・再設計・
標準化を通じて、すなわち自らの業務の
“見える化”を実行しました。この「全社一
斉総点検」によって業務の “見える化”が
進んだ結果、コア業務とノンコア業務、
あるいは定型業務と専門業務との見極め
が短期間で実現できました。これにより、
RPA化できる作業の特定と、そのために
必要な要件定義も容易に進めることができ
ました。これは、当社のNPSの根幹であ
る業務の “見える化”を起点に、RPAの全
社導入へと展開した理想的な流れでした。
情報加工を主業務とする当社とRPAの

親和性は高く、2017年の導入初年度では、
年間15,800時間もの改善効果を実現して
います。この危機を乗り越えた経験は、
当社の課題解決能力を一段と高め、「全社
で一つの目標に向かってやり遂げる」とい
う貴重な成功体験をすることができました。
しかし、社会全体のデジタル化が加速
度的に進む中で、従来の延長線上にある
改善活動だけでは乗り越えがたい、構造
的な課題が徐 に々顕在化してきました。そ
の一つが「情報のサイロ化」と、それに伴
う「ナレッジの分散」です。各部門がそれ
ぞれの業務の最適化を進めるあまり、専
門性の高い技能や業務上の重要なノウハ
ウが組織内で分断され、部門、拠点、そ
して個人のPCに散在していました。部門ご
とに同じような課題を抱えているにもかか
わらず、その解決策が共有されず、多大な
手間を要していたのです。
もう一つの深刻な課題が、技術やノウハ
ウの「属人化」でした。特に専門性が高い
業務領域では、熟練者のスキルや判断基
準がその人の “脳内”にしか存在しない、
という状況が数多く見られました。長年の
経験で培われた勘やコツは、暗黙知として

ドキュメント化されることなく、限られた
後継者にのみ長い時間をかけて引き継が
れていきました。これは、若手社員への
教育期間の長期化を招くだけでなく、そ
の熟練者が組織を去った時に、貴重な知
的財産が失われるという深刻な経営リスク
ともなります。
さらに、「付随業務の膨張」も現場の負
荷増加の一因となっています。報告書、各
種申請書、議事録、提案書など、テキス
ト系の作成・要約・校正・整形といった付
随的な作業が増大し、本来注力すべきコ
ア業務の時間を圧迫していきます。情報の
サイロ化、属人化されたノウハウ、そして
非効率なルーティンワーク、これらは企業
成長のボトルネックとなり得る潜在的な課
題となっていきました。

次なる一手としての「AI」

これらの根深い課題は、当社のビジネス
モデルそのものにも警鐘を鳴らしていまし
た。受託生産型・労働集約的な業務構造
のままでは将来の競争力確保は難しく、来
るべき生成AI時代に顧客自らが業務の内

図1　全社一斉総点検の活動ステップ
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製化を進めた場合、当社の価値発揮の場
が失われていく恐れがあります。だからこそ、
生成AIを「脅威」として恐れるのではなく、
自らを変革する「機会」として捉えなけれ
ばなりません。人が行っている定型的な作
業をAIに置換し、生産性を劇的に引き上
げる。そして、それによって生まれた貴重
な時間を、顧客課題の解決を通じて、社
会課題の解決につながる事業創出や改善、
研究開発といった、より創造的で高付加
価値な業務へとシフトさせていく必要性が
あると考えています。
こうした問題意識を背景に、経営陣は
次なる一手として生成AIに着目しました。
2024年、AI導入を本格的に検討する「AI
分科会」を発足。メンバーには、各部門か
ら選抜された意欲ある若手社員が集めら
れました。固定観念にとらわれない若手の
視点で、AIが自社の業務をどう変えうる
のか、徹底的な議論が始まりました。
当初、社内からは「AIはハルシネーショ
ン（もっともらしい嘘をつくこと）があるから、
正確性が求められる我々の業務には使え
ないのではないか」という懸念の声も上が
りました。しかし分科会では、セミナーや

展示会への参加を通じてRAG※１やプロン
プトエンジニアリング、ナレッジマネジメン
トの市場調査と動向把握、リスキリングを
行いながらも、単なる情報収集に留まらず、
AIへの理解とリテラシーを高めつつ、「自
分たちの業務にどう活かせるか」という具
体的な視点での検討を深めていきました。 

法人向けAIアシスタント
「Lightblue」の全社導入

複数の生成AIツールを比較検討した結果、
最終的に “法人向けAIアシスタントサービ
ス「Lightblue」※２”（以下、「Lightblue」）
の全社一斉導入という、大きな決断が下
されました。選定のポイントは、現場のニー
ズに合致した次の三点でした。
•  現場起点の “使えるAI”として、各専
門分野に特化したAIアシスタントを、
現場の担当者が簡単に自前で構築で
きるという柔軟性があること。
•  堅牢なセキュリティと強力なRAG機能
により、安全に社内データソースにア
クセスすることができ、社内に蓄積さ
れた独自データを根拠としてAIに回

答を生成させられる。これにより、情
報のサイロ化を解消し、検索・要約・
生成を飛躍的に高速化できること。
•  優れたユーザー体験として、直感的な
UIに 加え、ChatGPTやGemini、
Claudeなど最新のLLM（大規模言語
モデル）をユースケースに応じて併用
できる拡張性があること。

スモールスタートではなく、一気に全社
で導入したこの背景には、加速度的なAI
の進化に後れを取らないようにとの危機感
もありますが、何より「全社一斉総点検」
を成功させたという自信と、全社を挙げて
NPSという共通の改善文化を推進してきた
という自負もあったからこそ、「我 な々ら全
社でやりきれる」という強い意思のもと導
入に踏み切ったという経緯があります。全
部門が安心してAI活用に踏み出せるよう、
AI分科会がハブとなり、生成AI利用ガイ
ドラインの策定や生成AIのユースケース創
出、専門チームによる伴走サポート体制を
迅速に構築していきました。 

全社を巻き込むAIの伝播

「Lightblue」全社導入の号令と同時に、
社長の山口より社員に向けてひとつのメッ
セージが発信されました。
「膨大な専門知識と業務経験を持つ、大

図２　生成AIの全社展開

※１　 RAG（Retrieval-Augmented Generation ／
検索拡張生成）： 

　　　 大規模言語モデル（LLM）の回答の精度を高
めるために、外部の最新情報や社内データか
ら関連情報を検索して、その検索結果をもと
にLLMが回答を生成するAI技術。

※２　法人向けAIアシスタントサービス「Lightblue」
　　　 • 社名：株式会社Lightblue
　　　 • 設立：2018年1月
　　　 • 代表者：代表取締役　園田 亜斗夢
　　　 •  所在地：東京都千代田区神田駿河台2丁目

3-6  CIRCLES御茶ノ水5F
　　　 •  SlackやTeamsにて利用できる法人向けAIア

シスタントサービス「Lightblue」
　　　 • Lightblueコーポレートサイト
　　　 • https://www.lightblue-tech.com/

https://www.lightblue-tech.com/
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変有能なアシスタントが、今日から皆さん
一人ひとりに付きます。どうか、遠慮する
ことなく、この新しいパートナーを思いっ
切り使い倒してください」

この言葉は、AIが単なる効率化ツール
ではなく、共に未来を創る「相棒」である
ことを全社員に印象付けました。また、象
徴的なキックオフイベントとなる全社生成
AI勉強会やChatGPTプロンプト研修会
を開催し、より一層全社員に対してAI活
用への意識づけをしていきました。
全社でAI利用率80％以上をマイルストー
ンとして、変革への戸惑いや抵抗を最小限
に抑え、着実に全社へと浸透させるため、
具体的には、下記の４つの観点から取り
組みを進めました。
1.　 ガバナンスと安全性：まず、全社員
が安心してAIを利用できるよう、社
内向けの生成AI利用ガイドラインを
制定しました。機密区分ごとの取り
扱い、個人情報の厳格な管理、利
用禁止シーンの明示、そして最終的
な出力内容の検証責任は常に人間
にあることを明確化しました。

2.　 体制と伴走支援：専門チームが全
社のAI活用を一元的に推進しまし
た。AI分科会が部門横断のユース
ケース発掘を担い、個別の相談にも
応じる伴走体制を敷きました。さら
に、STATION Ai※３といった外部
の専門機関とも積極的に連携し、
常に最新の知見を取り込み続けるエ
コシステムを構築しました。

3.　 教育・啓発：全社生成AI勉強会を
継続的に開催するだけでなく、実践
的なプロンプト研修や、社外のウェ
ビナー視聴を推奨しました。前述の
創意工夫改善提案制度や、成功事

例を共有する社内発表会を開催し、
知識と成功体験が組織全体に還流
する仕組みを整えました。

4.　 全社AIアシスタント構築：現場の誰
もが一定水準以上の成果を出せるよ
う、全社で使える用途別のAIアシス
タントの構築をしました。まずは身
近で役に立つAIアシスタントとして、
要約や議事録生成、社内ボット的
なアシスタントを構築し、非効率な
ルーティンワークや付帯作業からの

AI活用による改善ができる環境を
用意しました。 

また、AIの積極的な利用を促すため、
利用率の「見える化」を実施しました。こ
れにより、社員のモチベーション向上と競

図３　全社展開に向けたスキーム構築の流れ

図４　生成AIの利用状況

※３　 STATION Ai：名古屋・鶴舞にある国内最大級
のオープンイノベーション拠点です。スタート
アップ企業の創出育成およびオープンイノベー
ションの促進を目的に、様々な支援サービスを提
供しています。700社を超える国内外のスター
トアップ企業、パートナー企業、VC等の支援
機関や大学等がSTATION Aiに参画し、新規
事業創出に取り組んでいます。
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争意欲を促します。全社マイルストーンの
「利用率80%以上」に対し、その達成状況
を共有。さらに、部門・部署、個人、AI
アシスタント別の利用率をランキング形式
で公開しています。
このデータを基に、利用が伸び悩んで
いる部門や個人には個別のフォローアップ
やレクチャーを行うことで、AI利用を一部
に留めることなく、組織全体へと伝播・浸
透させていきました。

日常業務を、もっとスムーズに

ここで、AIを活用した当社の業務改善
についてご紹介します。全社的な取り組み
として、まず『Lightblue』というプラット
フォーム上で、これまでに585件のAIアシ
スタントを構築しました。AIアシスタントと
は、専門知識や特定の業務に特化した対
話型の問題解決ツールです。あらかじめ
社内データなどを設定しておくことで、誰
もが専門家に質問するような感覚で、必要
な情報を引き出せます。
これら585件の多くは個人やチームで作
成されたものですが、その中から、特に
全社で共有されている19件のアシスタント
についてご紹介します。
皆さんもご経験があるのではないでしょ
うか。「この経費精算の規定ってどうだっ
け？」「基幹システムの最新マニュアルはど
こにある？」こうした日々の小さな疑問を
調べるために、作業の手を止めて社内
ポータルを探し回ったり、担当部署に問い
合わせのメッセージやチャットを送った
り……。回答を待つ時間も発生し、思い
のほか時間を奪われてしまいます。一方、
問い合わせを受ける総務やシステム管理の
担当者も、頻繁な質問対応によって本来
の業務が中断されてしまうという悩みを抱

えていました。
この、全社に蔓延していた「探す・待つ・
答える」という見えないコストを削減するた
め、AIアシスタントの開発に着手しました。
まずは、利用頻度の高い社内規定やルー
ルのAIボットからスタートし、社員からの
フィードバックを元に改善を重ね、今では
社内規定以外にISOルール、基幹システム
のマニュアル、NPS改善やワンコイン・イ
ノベーションの事例共有や議事録の生成な
ど、19種類ものアシスタントが全社共有さ
れています。
その効果として、社員はいつでも疑問を
自己解決できるようになり、業務の停滞が
なくなりました。担当者も、定型的な問い
合わせから解放され、より業務に集中で
きるようになりました。特に、これまで多
くの人にとって憂鬱な作業だった会議の議
事録作成も、AIが音声データから高精度
なテキストと要約を生成してくれるため、
担当者の負担は軽減されました。
これは単なる効率化ではありません。会
社全体の「時間」という貴重な資産を生み
出し、私たちの働き方を変える可能性を示
した大きな一歩となっています。

専門業務を、さらに高いレベルへ

次に、ライフライン支援業務関連での
AI活用事例です。全社的な取り組みに加え、
専門性の高い各部門でも、それぞれの課
題解決に向けたAI活用を進めています。
こちらは「Lightblue」以外に、別のAIプ
ラットフォームも活用した事例となります。
ライフライン支援業務では、長年の経
験に裏打ちされた専門知識の継承が、事
業継続における最重要課題でした。ライフ
ラインの設計は、法律や基準はもちろん、
過去の工事の経緯や現地の特殊な状況な

ど、マニュアル化しきれない無数の「暗黙
知」の上に成り立っています。これらの知
見が、ベテラン社員の退職と共に失われて
しまうことは、会社にとって計り知れない
損失でした。
この課題に対し、当社はRAGという先
進的なAI技術で挑むことにしました。こ
れは、AIが膨大な資料を読み込み、質問
に対して最適な情報を探し出して回答を生
成する技術です。過去の設計図面190件
をはじめ、仕様書や基準書といった、ベ
テランの暗黙知として存在していた膨大な
ナレッジをRAGに登録し、新しい設計案
件について質問すると、AIは過去の類似
案件の図面や仕様書類を瞬時に探し出し、
「この物件はこういった内容について協議
すべき」「このパターンの工事種類では、
この条文に注意が必要です」といった、設
計上あるいは施工上、考慮すべき内容を
具体的に提示してくれます。
もちろん、AIが100%の正解を出すわけ
ではありません。当社では、「７割はAIが
最適な選択肢と注意点を提示し、残りの
３割を経験豊富な人間が専門的な判断を
下し、最終決定する」という、人とAIの理
想的な協業スタイルを確立しようとしてい
ます。これにより、若手でもベテラン並み
の広い視野で設計を検討できるようになり、
設計業務にかかる時間が大幅に短縮され
ます。現状はまだ５割程度の正解率に留
まっていますので、今後はブラッシュアッ
プを重ねていく必要がありますが、大きな
コスト削減効果だけでなく、設計品質の標
準化と、何よりも未来の技術者育成に大き
く貢献していくことを期待しています。
また当社のコア技術である「電子化/デ
ジタライズ」や「システム開発」に対しても
AIを活用しています。「電子化/デジタライ
ズ」関連業務のAI活用事例では、AIの「目」
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が、地道な作業からの解放と品質向上を
実現してくれます。

AIの「目」による画像検査で、
目視検査からの解放

電子化業務では、長年にわたり、ある
地道で根気のいる作業が大きな課題と
なっていました。それが、大量の画像の目
視検査です。電子化業務では、日 、々膨
大な数の画像データを取り扱います。その
中には、システムで正しく処理するために、
人の目でチェックしなければならない画像
が数多く含まれています。例えば、スキャ
ンされた書類が逆さまになっていないか
（画像回転）、データの中に紛れ込んだ白
紙のページはないか（白紙除去）、そして
最も神経を使うのが、画像に付着した汚
れやスジ、付箋貼付などの不良を見つけ出
す作業です。
一見すると単純な作業に聞こえるかもし
れませんが、これを何千、何万と繰り返す
ことは、担当者にとって想像以上の精神的・
肉体的な負担となります。画面を凝視し続
けることで目は疲れ、集中力を維持し続け
ることには限界があります。どんなに熟練
したスタッフがダブルチェック、トリプル
チェックを行っても、ヒューマンエラーの可
能性を完全にゼロにすることは難しく、品
質のばらつきが課題となっていました。また、
この単調ながらもミスが許されない作業は、
担当者のモチベーションを維持する上でも
大きな悩みの一つでした。
「このまま人の力だけに頼り続けることに
は限界がある。」そんな強い問題意識から、
当社はAIによる画像検査の社内PoCをス
タートさせました。まずは、スモールスター
トとして、画像に貼付された付箋が検出で
きるAIモデルの構築から始めました。過

去のデータから、様 な々パターンの付箋が
貼付された画像を大量に集め、一つひと
つAIに「何が正常で、何が異常なのか」を
教えていくという、地道な学習データの作
成を行いました。
AIモデルの精度はすぐには上がらず、
最初は付箋が貼付されていない画像を「付
箋あり」と誤判定したり、逆に微妙な付箋
を見逃してしまったりと、試行錯誤の連続
でした。しかし、根気強くAIの学習と
チューニングを繰り返した結果、ついに人
間の目と同等、あるいはそれを超える精度
で付箋を検出するAIモデルの開発に成功
しました。これにより、従来は必要だった
全図面の確認作業を、付箋が貼付された
図面のみに限定することが可能となり、生
産性と品質の向上、ならびに担当者の業
務負荷軽減に大きく貢献するものと期待し
ています。今後は、実際の業務にて本格
導入していき、有効性の確認と精度向上
を継続しつつ、次なる課題の「画像回転」、
「白紙除去」、「画像に付着した汚れやスジ」
のAIモデルを開発していきます。

システム開発に於けるAI活用
と属人化からの脱却

次に、「システム開発」関連業務では、
複雑化するシステム、タイトな納期の中で、
エンジニアたちはコーディングだけでなく、
設計書のレビューやテストにも膨大な時間
を費やしていました。特に、設計レビュー
は経験豊富なベテラン社員に負荷が集中
しがちで、万が一そこで問題が見過ごされ
ると、開発の最終段階で致命的な手戻り
が発生し、プロジェクト全体が遅延する大
きなリスクを抱えています。
この状況を打破するために、当社では
二つの強力なAIツールを導入しました。

一つはAIコーディングツール「GitHub 
Copilot」です。これは、まるで経験豊富
なエンジニアが隣でペアプログラミングを
してくれているかのように、コーディングの
意図を汲み取り、次のコードを予測・提案
してくれます。定型的なコードを書く時間
が削減されただけでなく、新しい技術を
学ぶ際の強力なサポーターにもなり、エン
ジニア一人ひとりの生産性を飛躍的に向上
させました。
そしてもう一つが、当社の知見を結集し
て作り上げたAIアシスタント「設計ミスロ
ス確認アシスタント」です。過去のプロジェ
クトで発生した設計ミスや、ベテランがレ
ビューで指摘してきた「お決まりの考慮漏
れ」などをナレッジとしてRAGに登録させ
ました。これにより、AIが客観的な第三
者の視点で設計書をチェックし、潜在的な
リスクを指摘してくれるようになります。若
手エンジニアでもベテランの知見に基づい
た質の高いレビューが可能になり、スキル
アップにも繋がっていきます。
さらに、生成AIの活用でUIのモックアッ
プ（試作品）を短時間で作成できるように
なったことも、大きな進歩です。ユーザー
との打ち合わせの場で、アイデアを形にし
て見せられるため、「こんなはずじゃなかっ
た」という認識の齟齬が開発の初期段階
で解消できるようになりました。設計段階
で問題を出し尽くし、手戻りを最小限に抑
えます。これにより生まれた好循環が、開
発のスピードと品質を飛躍的に向上させて
くれることが期待できます。
また、システムコードの属人化という深
刻な問題に対してもAIで解決を図ってい
きます。特に、過去にプログラマーが開発
したアプリケーションは、担当者がいなく
なると誰も内部構造を理解できず、改修し
ようにもどこに影響が出るか分からない



24 IM  2026-1・2月号

「ブラックボックス」と化していました。不
具合が起きても根本的な対処ができず、
改修の必要性が生まれても、その解析だ
けで膨大な費用と時間がかかる状況を、
AI搭載コードエディタ「Cursor」で解決し
ていきました。AIにコードの解析をさせる
ため、AIと対話しながらシステムを一つひ
とつ解き明かしていき、改修案を生成させ、
それを人間がレビューして実装します。こ
の共同作業によって、不可能だと思われて
いた属人化システムの改修を、内製でしか
も短期間で完遂することができました。

今までご紹介したAI活用事例は、まだ
PoCや実証実験の段階にあり、実績も限
定的です。そのため、現時点で記述した
効果は、あくまで期待値や一過性のものと
なります。しかし、AI活用を進めていく中
で明確になったのは、AI活用を成功させ
るためのKSFがRPA導入時と全く同じで
あるということです。すなわち、まずは業
務の “見える化”を徹底すること。その上で、
「全社一斉総点検」のような取り組みを通じ
てAIを適用すべき業務の特定と要件定義
を行う。この基本原則が不可欠であると

確信しました。
2025年３月の「Lightblue」全社導入か
ら約６ヶ月間で、3,944時間の改善効果を
確認しています。AIを導入したことで、業
務効率を飛躍的に向上させただけでなく、
サービスの品質をさらに高いレベルで安定
させ、何よりも社員が本来の能力を発揮で
きる環境を整えつつあります。

AIと共に創造する未来

当社はAIを「優秀なアシスタント」として
活用し、少しずつではありますが成果を上
げてきました。そこでの関係は、人間が「指
示を出す側」、AIが「従う側」という明確
なものでした。しかし、私たちが次に見据
えるのは、「AIエージェント」です。AIエー
ジェントは、与えられた目標達成のために
自ら計画・実行する、自律的な存在です。
もはや指示を待つアシスタントではなく、
目的を共有し、共に走る「パートナー」とな
ります。
現在、特定のプロジェクトにおいてAI
エージェントのPoCに着手しており、その
実用化に向けた検証を進めています。こ

の取り組みが成功すれば、AIの役割は単
純作業の代行から、より高度なコア業務
へと大きく飛躍します。専門家が「AIエー
ジェント元年」と位置づける2025年、当社
もこの動きを好機と捉え、新たな価値創
造に挑戦していきます。しかし、AIエージェ
ントの導入もあくまで通過点であり、その
先には、人間と同等のAGI（汎用人工知能）、
人間を超えるASI（人工超知能）の到来が
予想されています。進化を続けるAIという
存在と真 に向き合い、未来を共創してい
く必要があると考えています。

AIは “アシスタント”、主役は
常に「人」―共創で描く未来

生成AIの全社導入から約半年、見えて
きたのは、AIは単なる業務の省力化とい
う次元に留まらないという大きな可能性で
した。これまで業務に費やしていた時間が
AIによって削減されれば、社員一人ひとり
の貴重な「時間」を生み出せるということを
意味します。
しかし、この変革の真の目的は、その
先にあります。生み出された時間を、これ
まで忙しさによって手が回らなかった、よ
り創造性が求められる「人でなければでき
ない仕事」へとシフトさせていくことです。
すなわち、高付加価値業務へと全社のエ
ネルギーを再配分することこそが、AIの大
きな可能性となります。
この先に、社長の山口が見据える理想
の社員像があります。 それは、「お客様の
課題解決を当社から能動的に提供できる
人財」です。もはや、お客様から言われた
ことを正確かつ効率的にこなすだけの時
代ではありません。これからの社員に求め
られるのは、NPSの思考を軸として自律し、
お客様自身もまだ気づいていない「本当に

図５　現状の活動と今後の展開
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求めているもの」、すなわち「真の課題」を
深く見出す力です。その上で、AIという新
たな武器を手に具体的な解決策を提案で
きる「現場力の高い人財」へと、全社員が
進化・成長していくこと。そして最終的には、
単なる受託の枠組みに留まらず、お客様の
業務プロセス全体をも変革する真のパート
ナーとして、ソリューションを共に創り上げ
る「共創型」の世界へと踏み出していくこと。
この一連の成長と変革こそが、経営トップ
の最も強い期待なのです。
生成AIという強力なツールを手にした今、
私たちは改めて自社の理念に立ち返ります。
AIはあくまで業務を支える “有能なアシス
タント”であり、将来的な “パートナー”に
もなり得ますが、未来を創造する主役は、
自ら考え、行動し、お客様と社会に新た
な価値を提供し続ける社員一人ひとりに他
なりません。重要なのは、AIを「導入した」
という事実で終わらせるのではなく、「使

えるAI」として現場に深く浸透させること
です。
どのような変化の波が訪れようとも、当
社にはNPSという揺るぎない土台があり
ます。「もっと感性豊かに（創造力）、もっ
と愚直に（改善力）、もっと自分らしく（人
間力）」。私たちは自らが培ってきたこの三
つの力で、業務の省力化とビジネスの変

革を加速させていきます。そして、社員全
員が自らのチカラを最大限に発揮し、提
供価値をさらに高め、お客様、そして社
会へ貢献していきます。今回のAI導入は、
そのための確かな一歩になったと確信して
います。

作業風景

入会金・年会費はホームページにてご確認ください。また入会のための入会申込書は下記URLよりダウンロードできます。

公益社団法人 日本文書情報マネジメント協会に入会しよう！！公益社団法人 日本文書情報マネジメント協会に入会しよう！！公益社団法人 日本文書情報マネジメント協会に入会しよう！！公益社団法人 日本文書情報マネジメント協会に入会しよう！！公益社団法人 日本文書情報マネジメント協会に入会しよう！！公益社団法人 日本文書情報マネジメント協会に入会しよう！！
日本文書情報マネジメント協会（JIIMA）は内閣総理大臣から認定
された公益法人です。設立65年以上の歴史を誇り、国際規格
ISO/TC171（文書管理アプリケーション）の日本審議団体でもあり
ます。文書情報マネジメント関連国内唯一の団体で、会員企業も中
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委員会活動、各種セミナー・研修会への参加、展示会の出展に有
利な条件で参加できるなど特典も豊富。学識経験者を交えての啓
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